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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、第49期中、第50期中及び第51期中につきましては、１株当

たり中間純損失が計上されているため、また、第49期及び第50期につきましては、潜在株式が希薄化効果を有しないた

め、記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員を表示しております。 

  

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 5,387,868 4,376,273 4,284,505 11,360,862 10,469,020

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △56,711 △66,875 △85,453 200,113 111,118

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) △66,638 △61,778 △75,802 81,923 23,503

純資産額 (千円) 4,677,699 4,532,402 4,470,413 4,643,055 4,565,306

総資産額 (千円) 15,929,988 15,064,722 15,513,715 15,509,380 15,923,525

１株当たり純資産額 (円) 865.60 869.11 878.62 878.04 897.27

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
中間純損失(△) 

(円) △12.27 △11.73 △14.90 15.22 4.52

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.4 30.1 28.8 29.9 28.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 589,610 216,754 611,621 1,197,600 △636,521

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △203,134 △45,126 △54,811 △313,459 △129,633

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △484,325 35,211 △211,035 △919,036 437,131

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,096,741 1,366,533 1,176,446 1,159,695 830,672

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
340 
  
(12) 

312
  
(14) 

306
  
(21) 

327 
  
(14) 

306
  
(20) 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、中間

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

３ 従業員数は、就業人員を表示しております。 

  

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 5,361,612 4,356,557 4,258,511 11,256,548 10,320,358

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △10,586 △50,570 △58,914 202,254 115,694

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) △26,912 △47,616 △58,966 87,999 13,267

資本金 (千円) 1,186,750 1,186,750 1,186,750 1,186,750 1,186,750

発行済株式総数 (株) 5,645,000 5,645,000 5,645,000 5,645,000 5,645,000

純資産額 (千円) 4,647,743 4,610,233 4,540,660 4,706,782 4,618,676

総資産額 (千円) 15,890,943 15,153,572 15,601,818 15,555,500 15,934,277

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) 5.50 5.50 7.50 11.00 15.00

自己資本比率 (％) 29.2 30.4 29.1 30.3 29.0

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
313 
  
(10) 

289
  
(11) 

291
  
(17) 

300 
  
(12) 

286
  
(17) 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であり、パートタイマー及び臨時従業員は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であり、パートタイマー及び臨時従業員は、年間の平均人員を( )

外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しており特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類の名称 従業員数(名)

農業用施設部門 251(16) 

一般産業用部門 21( 4) 

全社(共通) 34( 1) 

合計 306(21) 

従業員数(名) 291(17) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、台風・地震などの自然災害による被害や、原油価格の動向が内外経

済に与える影響など厳しい環境が続く中、企業における企業収益の改善や、需要の増加等による設備投資の増加、

企業収益の回復に伴う個人消費の増加や雇用情勢等の改善により、景気は緩やかな回復を続けております。 

このように国内景気が緩やかな回復を続けている中、農産物市況におきましては、台風や地震など自然災害が産

地へ与えた被害や、冷夏・暖冬・少雨・大雨など異常気象による農作物の品質の低下・劣化による収穫量・出荷量

の減少、食の安全性に関する諸問題等が、生産・需給・価格面に影響を与えることとなり、農業を巡る環境は依然

として厳しいものがあります。 

その中にあって産地では、農産物の商品価値を高めるため、営農指導等による生産性の向上や品質の安定、トレ

ーサビリティシステム等を活用した安心かつ安全な良品農産物を提供出来る、より効果的・効率的な選果施設の導

入に向けての総合的な対策を講じております。 

当社グループといたしましても、新たな農業情勢や日々変化していく環境に、いち早く対応できる体制と行動が

重要と考え、「新鮮・安全・安心」に応えられる高品質の選別・包装・出荷施設を提供し、お客様の満足と信頼の

維持向上に努めることを品質目標に掲げ、お客様第一の「顧客主義」、全員参加と連携の「連携主義」、顧客・地

域密着の「行動主義」を強化し、お客様の多種多様化・高度化する要請に応え、生産者から消費者の手に届くまで

の物流と園地管理を含めたトータルサービスを提供できる「果実に優しい選果システム」の研究開発に努めてまい

りました。 

このような環境の中で、当中間連結会計期間の業績につきましては、農業用選果施設の技術を応用した一般産業

向けの工場内物流事業の受注拡充に努めましたが、果樹・農産物等の市況低迷等による設備計画の見直しや繰り延

べ等により、売上高は前年同期比2.1％減の4,284百万円となりました。また、損益面につきましては、コスト削減

並びに諸経費等の削減に努めましたが、技術要員等の拡充、原材料価格の高騰等により経常損失85百万円となり、

75百万円の中間純損失を計上するに至りました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(農業用施設部門) 

農業用施設部門においては、選果対象品目により、落葉果樹(リンゴ・梨・桃・柿等)、柑橘、蔬菜類(馬鈴薯・玉

葱・トマト等)に大別され、全国のＪＡ等の選果場に、荷受から選別・出荷までの設備のほか、園地管理や生産者か

ら消費者までの生産履歴管理等の情報処理設備等を組み合わせた総合的な選果選別施設を納入しております。ま

た、補助金を活用した事業計画が多く、近年、上半期より下半期の事業が多くなってきており、下半期の売上高及

び利益が上半期に比べ高くなる傾向があります。 

当中間連結会計期間においては、落葉果樹の選果施設が増加いたしましたが、柑橘、蔬菜類の選果施設が減少い

たしました。 

この結果、農業用施設部門の売上高は3,791百万円となりました。 

また、損益面につきましては、コスト削減並びに諸経費等の削減に努めましたが、技術要員等の拡充、原材料価

格の高騰等により21百万円の営業損失となりました。 

(一般産業用部門) 

農業用選果施設の技術を応用した一般産業向けの工場内物流設備、近赤外分光分析装置、製函機・封函機や梱包

用部材等の受注拡充に努めました。 

この結果、一般産業用部門の売上高は492百万円となりました。 

また、損益面につきましては、原材料価格の高騰等により５百万円の営業損失となりました。 

  

なお、事業の種類別セグメント業績は、前中間連結会計期間において事業の種類別セグメント情報の記載を省略

しているため、比較分析をしておりません。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前中間純損失、仕入債

務の減少、未払消費税等の減少、借入金の返済などによる減少があったものの、売上債権の減少などによる収入に

より、1,176百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は611百万円(前中間連結会計期間比182.2％増)となり

ました。この主な内訳は、売上債権の減少による収入1,576百万円、棚卸資産の増加による支出777百万円などによ

るものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動の結果支出した資金は54百万円(前中間連結会計期間比21.5％増)となりま

した。この主な内訳は、機械装置等有形固定資産の取得による支出57百万円などによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動の結果支出した資金は211百万円(前中間連結会計期間は35百万円の収入)と

なりました。この主な内訳は、短期借入金の返済による支出50百万円、長期借入金の返済による支出112百万円など

によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産の状況 
  

(注) 金額は販売価格で表示しており、消費税等を含めておりません。 

  

(2) 受注状況 
  

(注) 金額は販売価格で表示しており、消費税等を含めておりません。 

  

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

農業用 
施設 
部門 

選果選別施設 

落葉果樹選果施設 2,022,676 29.9

柑橘選果施設 279,644 △69.0

蔬菜選別施設 1,421,237 11.7

小計 3,723,557 △0.3

その他 494,988 △19.2

小計 4,218,546 △3.0

一般 
産業用 
部門 

一般産業用機械 270,087 522.2

成形部材 172,487 36.6

その他 21,900 15.3

小計 464,475 146.1

合計 4,683,021 3.3

品目 
期中受注高 受注残高 

金額(千円)
前年同期比
(％) 

金額(千円) 
前年同期比
(％) 

農業用 
施設 
部門 

選果選別施設 

落葉果樹選果施設 859,980 △60.1 1,343,695 △27.8

柑橘選果施設 705,483 42.2 84,944 28.2

蔬菜選別施設 2,151,419 147.8 2,097,093 115.7

小計 3,716,882 5.6 3,525,732 21.6

その他 494,221 △19.3 ― ―

小計 4,211,104 1.9 3,525,732 21.6

一般 
産業用 
部門 

一般産業用機械 528,661 38.3 472,190 △24.6

成形部材 174,880 37.0 ― ―

その他 21,900 15.3 ― ―

小計 725,442 37.2 472,190 △24.6

合計 4,936,547 5.9 3,997,922 13.4



(3) 販売実績 

  

(注) １ 金額は販売価格で表示しており、消費税等を含めておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

(注) 農業用選果選別施設の販売は系統利用が原則となっておりますことから、農業用選果選別施設の受注契約先の多く

は全国農業協同組合連合会となっておりますが、施設の仕様並びに受注金額の確定及び実質の発注行為は個別農協

が行うため、実質的な取引の主体は多くの個別の農協であります。 

  

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

農業用 
施設 
部門 

選果選別施設 

落葉果樹選果施設 1,704,776 70.2

柑橘選果施設 650,105 △32.2

蔬菜選別施設 942,549 △41.6

小計 3,297,430 △7.7

その他 494,221 △19.3

小計 3,791,652 △9.4

一般 
産業用 
部門 

一般産業用機械 296,071 582.1

成形部材 174,880 37.0

その他 21,900 15.3

小計 492,852 159.3

合計 4,284,505 △2.1

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

全国農業協同組合連合会 2,853,708 65.2 1,308,177 30.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グル－プにおける研究開発活動は、主として農業用選果施設分野における自動化・省力化装置を中心に展開し

ております。 

当業界におきましては、農協合併に伴なう広域農協の誕生により、選果施設も大量選果を目的とした大型化や多品

種の選果を目的とした複合化の傾向にあります。また、農業就業者の高齢化等による作業人員の削減や重労働作業の

軽減を目的とした自動化・省力化機械や市場価値の高い農産物の選別を目的とした最新の光センサー技術等を駆使し

た内部・外部品質測定装置や消費者に安心・安全を伝えるための農産物の品質管理を目的としたトレーサビリティシ

ステム等、多種多様の要望を組み込んだ高性能施設の要望が強まっております。当社グループといたしましては、こ

のような状況に対処するため、生産者から消費者の手に届くまでの物流と園地管理を含めたトータルサービスを提供

できる「果実に優しい選果システム」の開発を目標に掲げ、各種センサーや自動機器の開発、既存製品の改良、基礎

研究に取り組んでおります。 

研究開発体制につきましては、平成17年９月30日現在19名で構成されており、研究開発費用は142,580千円です。 

事業の種類別セグメントの研究開発の成果は次のとおりであります。 

  

(農業用施設部門) 

１ 選別仕分時のイボ落ち・傷みを防止するように、キュウリ用無落差選別機を開発・納入し、荷傷みの無い高品位

な機械選別が可能となりました。 

２ 多様化する青果物の出荷形態に対応するため、３kg～10kg入りの各種ダンボール箱を兼用で組立できる自動製函

機と、ランダム型自動封緘機を開発し、納入いたしました。 

３ ユーザーからの低価格なピーマン用選別施設の要望に応えるため、機械式形状選別機を開発し、納入いたしまし

た。今後は、各種蔬菜類の選別機として多品目に応用出来るよう更に研究開発を進めております。 

４ 青果物の「内部品質測定装置」につき、ユーザーからの高まる多要素・同時計測への要望に応えるための用途開

発をプロジェクト体制で行っており、メロンを対象にした計測機構を確立いたしました。 

５ 計測対象をりんごとした「外観品質測定装置」は、本年度稼動施設においてハードウェア、ソフトウェア共にバ

ージョンアップを図り、８月後半より生産したつがる品種で改善効果についてユーザーより良好な評価を得ること

が出来ました。今後は、中生種をはじめ10月後半から主力生産するふじ品種に向けて効果の確認を継続しておりま

す。 

  

当部門に係る研究開発費用は、127,854千円であります。 

  

(一般産業用部門) 

１ 一般産業向け物流設備として、宅配用荷物の搬送用途に、クッション機能を持たせた搬送コンベアを開発し、納

入いたしました。 

２ 光学技術開発の取組みとして、経済産業省(関東経済産業局)地域新規産業技術開発補助事業の採択を受け、今年

度(８月)より２ヵ年計画で「可搬型近赤外分光分析」の更なる用途開発、機能拡大研究をプロジェクト体制で開始

しております。 

  

当部門に係る研究開発費用は、14,735千円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

記載すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 19,545,000

計 19,545,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 5,645,000 5,645,000
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 5,645,000 5,645,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式557,000株(9.86％)があります。なお、当該株式は商法第241条第２項の規定により議決権は

有しておりません。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 5,645,000 ― 1,186,750 ― 1,131,960

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

マキ産業株式会社 静岡県浜松市篠ヶ瀬町630番地 620,000 10.98

株式会社ニチロ 東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 305,000 5.40

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18番６号 294,000 5.20

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 282,000 4.99

協同リース株式会社 
東京都千代田区神田駿河台
２丁目９番17号 

265,000 4.69

マキ製作所従業員持株会 静岡県浜松市篠ヶ瀬町630番地 229,500 4.06

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地 212,000 3.75

株式会社りそな銀行 
大阪府大阪市中央区備後町
２丁目２番１号 

200,000 3.54

株式会社白子 東京都江戸川区中葛西７丁目５番９号 185,000 3.27

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 183,000 3.24

計 ― 2,775,500 49.16



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

557,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

5,088,000 
50,880 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 5,645,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 50,880 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社マキ製作所 

静岡県浜松市篠ヶ瀬町 
630番地 

557,000 ― 557,000 9.86

計 ― 557,000 ― 557,000 9.86



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) ジャスダック証券取引所公表の株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 9月 

最高(円) 395 390 479 560 608 649

最低(円) 350 331 362 447 490 584



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    1,525,533 1,334,446   989,672 

２ 受取手形及び売掛金    4,551,350 5,501,946   7,078,026 

３ 棚卸資産    4,800,260 5,049,363   4,329,066 

４ その他    748,254 284,035   165,833 

貸倒引当金    △25,788 △115,278   △95,749 

流動資産合計    11,599,610 77.0 12,054,513 77.7   12,466,849 78.3

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１ 
※２        

(1) 建物及び構築物   996,234   987,028 973,855   

(2) 機械装置及び 
  運搬具   653,672   617,645 632,321   

(3) 土地   995,782   995,782 995,782   

(4) その他   130,557 2,776,247 139,088 2,739,546 132,163 2,734,123 

２ 無形固定資産    196,061 169,726   193,708 

３ 投資その他の資産   534,782   549,928 528,866   

貸倒引当金   △41,980 492,801 ― 549,928 △22 528,844 

固定資産合計    3,465,111 23.0 3,459,201 22.3   3,456,676 21.7

資産合計    15,064,722 100.0 15,513,715 100.0   15,923,525 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    2,142,931 2,456,561   2,502,199 

２ 短期借入金 ※２  7,089,380 7,544,660   7,650,700 

３ 未払法人税等    15,183 15,459   45,700 

４ 賞与引当金    37,700 35,250   34,727 

５ その他    362,298 238,405   298,375 

流動負債合計    9,647,492 64.0 10,290,336 66.3   10,531,702 66.1

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  648,260 503,600   560,200 

２ 退職給付引当金    176,822 213,644   201,202 

３ 役員退職慰労引当金    59,745 35,720   65,114 

固定負債合計    884,827 5.9 752,964 4.9   826,516 5.2

負債合計    10,532,320 69.9 11,043,301 71.2   11,358,219 71.3

(少数株主持分)          

少数株主持分    ― ― ― ―   ― ―

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,186,750 7.9 1,186,750 7.7   1,186,750 7.5

Ⅱ 資本剰余金    1,131,960 7.5 1,131,960 7.3   1,131,960 7.1

Ⅲ 利益剰余金    2,349,194 15.6 2,281,655 14.7   2,405,793 15.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    21,192 0.1 69,347 0.4   40,101 0.3

Ⅴ 自己株式    △156,694 △1.0 △199,299 △1.3   △199,299 △1.3

資本合計    4,532,402 30.1 4,470,413 28.8   4,565,306 28.7

負債、少数株主持分 
及び資本合計    15,064,722 100.0 15,513,715 100.0   15,923,525 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    4,376,273 100.0 4,284,505 100.0   10,469,020 100.0

Ⅱ 売上原価    3,321,082 75.9 3,327,313 77.7   8,109,782 77.5

売上総利益    1,055,190 24.1 957,191 22.3   2,359,237 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,061,816 24.3 984,443 23.0   2,134,142 20.3

営業利益又は 
営業損失(△)    △6,625 △0.2 △27,252 △0.7   225,095 2.2

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息及び配当金   3,920   4,202 4,621   

２ 賃貸料収入   1,788   8,104 16,458   

３ その他   5,798 11,506 0.3 3,748 16,055 0.4 8,794 29,874 0.3

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   63,295   65,046 128,305   

２ その他   8,461 71,756 1.6 9,209 74,256 1.7 15,545 143,851 1.4

経常利益又は 
経常損失(△)    △66,875 △1.5 △85,453 △2.0   111,118 1.1

Ⅵ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※２ 12,637 12,637 0.3 6,526 6,526 0.2 12,637 12,637 0.2

税金等調整前 
当期純利益又は 
税金等調整前 
中間純損失(△) 

   △79,512 △1.8 △91,979 △2.2   98,481 0.9

法人税、住民税 
及び事業税   9,605   9,633 33,918   

法人税等調整額   △27,339 △17,734 △0.4 △25,809 △16,176 △0.4 41,059 74,977 0.7

当期純利益 
又は中間純損失(△)    △61,778 △1.4 △75,802 △1.8   23,503 0.2

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,131,960 1,131,960   1,131,960

Ⅱ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

  1,131,960 1,131,960   1,131,960

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高  2,440,056 2,405,793  2,440,056

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １ 当期純利益  ― ― 23,503 23,503

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 29,084 48,336 57,766 

 ２ 中間純損失 61,778 90,862 75,802 124,138 ― 57,766

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

  2,349,194 2,281,655   2,405,793

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前当期純利益 
又は税金等調整前 
中間純損失(△) 

 △79,512 △91,979 98,481

２ 減価償却費  160,524 150,404 328,781

３ 賞与引当金増減額 
(減少は△) 

 △3,900 522 △6,872

４ 退職給付引当金増減額 
(減少は△) 

 17,414 12,441 41,794

５ 役員退職慰労引当金増減額 
(減少は△) 

 △20,639 △29,394 △15,270

６ 貸倒引当金の増減額 
(減少は△) 

 △21,312 19,507 6,690

７ 受取利息及び受取配当金  △3,920 △4,202 △4,621

８ 支払利息  63,295 65,046 128,305

９ 固定資産除却損  12,637 6,526 12,637

10 売上債権の増減額 
(増加は△) 

 1,072,069 1,576,080 △1,454,606

11 棚卸資産の増減額 
(増加は△) 

 △31,978 △777,925 382,669

12 前渡金の増減額 
(増加は△) 

 △499,328 △29,174 △17,000

13 仕入債務の増減額 
(減少は△) 

 △330,298 △62,612 26,575

14 未払消費税等の増減額 
(減少は△) 

 △118,349 △51,089 △105,635

15 その他  80,116 △80,124 88,601

小計  296,817 704,026 △489,467

16 利息及び配当金の受取額  3,912 4,185 4,589

17 利息の支払額  △61,728 △64,253 △127,834

18 法人税等の支払額  △22,247 △32,337 △23,808

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 216,754 611,621 △636,521



  

  
  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の純増減額 
(増加は△) 

 ― 1,000 ―

２ 有価証券の取得 
による支出 

 △9,995 △9,995 △49,975

３ 有価証券の売却 
による収入 

 10,000 10,000 50,000

４ 有形固定資産の取得 
による支出 

 △31,305 △57,059 △74,846

５ 無形固定資産の取得 
による支出 

 ― ― △21,422

６ 投資有価証券の取得 
による支出 

 △2 ― △2

７ 貸付による支出  △1,000 ― △1,700

８ 貸付金の回収による収入  466 1,108 1,007

９ その他  △13,290 134 △32,694

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △45,126 △54,811 △129,633

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額 
(減少は△) 

 △300,000 △50,000 300,000

２ 長期借入れによる収入  500,000 ― 500,000

３ 長期借入金の返済 
による支出 

 △110,340 △112,640 △237,080

４ 自己株式の取得 
による支出 

 △25,346 ― △67,951

５ 配当金の支払額  △29,102 △48,395 △57,837

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 35,211 △211,035 437,131

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少は△) 

 206,838 345,774 △329,022

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,159,695 830,672 1,159,695

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,366,533 1,176,446 830,672

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

全ての子会社を連結してお

ります。 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

 ㈱マシーナリー篠ヶ瀬 

 ㈱オプトリサーチ 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

――――― ――――― ――――― 

３ 連結子会社の中間

決算日(事業年度)等

に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は中間連結決算日と一致し

ております。 

同左  連結子会社の決算日は連

結決算日と一致しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額

法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は、移動

平均法により算

定) 

時価のないもの 

…移動平均法によ

る原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

…同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は、移動平均法

により算定) 

  

時価のないもの 

…同左 

   ② 棚卸資産 

商品 

個別法による原価

法 

製品・半製品・仕掛

品 

個別法による原価

法 

原材料 

総平均法による原

価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

 ② 棚卸資産 

商品 

同左 

  

製品・半製品・仕掛

品 

同左 

  

原材料 

同左 

  

貯蔵品 

同左 

 ② 棚卸資産 

商品 

同左 

  

製品・半製品・仕掛

品 

同左 

  

原材料 

同左 

  

貯蔵品 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっており

ます。 

 ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を

除く)については、定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっており

ます。 

 なお、耐用年数につ

いては、法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっております。

ただし、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

 将来における債権の

貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権及

び破産債権更生債権等

については個別に回収

可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上して

おります。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給

に充てるため、支給見

込額のうち当中間連結

会計期間に対応する見

積額を計上しておりま

す。 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給

に充てるため、支給見

込額のうち当連結会計

年度に対応する見積額

を計上しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 なお、会計基準変更

時差異(663,888千円)

については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異に

ついては、その発生時

における従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による

定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。 

 ③ 退職給付引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、計

上しております。 

 なお、会計基準変更

時差異(663,888千円)

については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異に

ついては、その発生時

における従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による

定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理しております。 

   ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく中間連結会

計期間末要支給額を計

上しております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく連結会計年

度末要支給額を計上し

ております。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについ

ては、特例処理の要件

を満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

(ヘッジ手段) 

 金利スワップ 

(ヘッジ対象) 

 借入金の利息 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

   ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で

金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に

行っております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

 金利スワップの特例

処理の要件を満たして

いるので中間決算日に

おける有効性の評価を

省略しております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

 金利スワップの特例

処理の要件を満たして

いるので決算日におけ

る有効性の評価を省略

しております。 

  (6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費

税の会計処理は、税抜

方式によっておりま

す。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

  消費税等の会計処理 

同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

  消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左 同左 



表示方法の変更 

  

  

会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「前渡金の増減額(増加は△)」(前中間連結会計期間△

4,791千円)については、重要性が増したため、当中間連

結会計期間より区分掲記しております。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を当中間連結会計期間か

ら適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が5,578千円増加し、営業損失、経

常損失及び税金等調整前中間純損失

が、5,578千円増加しております。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が12,639千円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が12,639千円減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,199,407千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,459,296千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,334,768千円 

※２ 担保提供資産 

 (1) 工場財団抵当に供している資

産 

科目 
金額 
(千円) 

建物 845,435 

土地 677,038 

その他の 
有形固定資産 

265,644 

計 1,788,117 

※２ 担保提供資産 

 (1) 工場財団抵当に供している資

産 

科目
金額
(千円) 

建物 845,136 

土地 677,038 

その他の
有形固定資産

302,199 

計 1,824,374 

※２ 担保提供資産 

 (1) 工場財団抵当に供している資

産 

科目 
金額 
(千円) 

建物 829,646 

土地 677,038 

その他の
有形固定資産 

303,297 

計 1,809,981 

 (2) 担保に対応する債務 

科目 
金額 
(千円) 

短期借入金 1,240,000 

１年以内返済 
予定長期借入 
金 

239,380 

長期借入金 648,260 

計 2,127,640 

 (2) 担保に対応する債務 

科目
金額
(千円) 

短期借入金 1,240,000 

１年以内返済
予定長期借入
金 

144,660 

長期借入金 503,600 

計 1,888,260 

 (2) 担保に対応する債務 

科目 
金額 
(千円) 

短期借入金 1,240,000 

１年以内返済 
予定長期借入 
金 

200,700 

長期借入金 560,200 

計 2,000,900 

      ―――――  ３ 受取手形割引高 

32,408千円 

      ――――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

販売手数料 142,596千円

給料及び賞与 252,666千円

賞与引当金繰入額 14,665千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

719千円

退職給付費用 16,434千円

減価償却費 85,639千円

研究開発費 129,384千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

販売手数料 50,883千円

給料及び賞与 258,763千円

賞与引当金繰入額 13,497千円

役員退職慰労
引当金繰入額 

4,423千円

退職給付費用 14,990千円

減価償却費 70,576千円

研究開発費 142,580千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

販売手数料 247,583千円

給料及び賞与 529,007千円

賞与引当金繰入額 13,877千円

役員退職慰労
引当金繰入額 

6,088千円

退職給付費用 32,935千円

減価償却費 174,246千円

研究開発費 258,785千円

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 9,603千円

機械装置及び 
運搬具 

1,146千円

工具器具及び備品 1,887千円

計 12,637千円

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 5,200千円

機械装置及び
運搬具 

48千円

工具器具及び備品 1,276千円

計 6,526千円

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 9,603千円

機械装置及び
運搬具 

1,146千円

工具器具及び備品 1,887千円

計 12,637千円

 ３ 税効果会計に関する事項 

 中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、提出会社の当期において

予定している利益処分による

圧縮記帳積立金の取崩しを前

提として、当中間連結会計期

間に係る金額を計算しており

ます。 

 ３ 税効果会計に関する事項 

同左 

――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,525,533千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期性預金 

△159,000千円

現金及び 
現金同等物 

1,366,533千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,334,446千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期性預金 

△158,000千円

現金及び 
現金同等物 

1,176,446千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 989,672千円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期性預金 

△159,000千円

現金及び
現金同等物 

830,672千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高
相当額 
(千円) 

車両及び 
運搬具 107,529 84,655 22,874

工具器具 
及び備品 23,217 18,904 4,312

合計 130,746 103,559 27,186

(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末残高
相当額 
(千円) 

車両及び 
運搬具 73,029 29,069 43,959

工具器具 
及び備品 16,371 2,687 13,684

無形 
固定資産 9,846 984 8,861

合計 99,246 32,741 66,505

(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

車両及び
運搬具 109,680 84,891 24,788 

工具器具
及び備品 26,247 21,478 4,768 

合計 135,927 106,370 29,556 

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

(注)    同左 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 13,328千円

１年超 13,858千円

合計 27,186千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 19,004千円

１年超 47,500千円

合計 66,505千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 10,020千円

１年超 19,536千円

合計 29,556千円

(注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(注)    同左 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 11,488千円

減価償却費相当額 11,488千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 10,473千円

減価償却費相当額 10,473千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 21,153千円

減価償却費相当額 21,153千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

(3) 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結 
貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

中間連結
貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

時価
(千円) 

差額
(千円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

時価 
(千円) 

差額
(千円) 

割引農林債券 49,991 49,963 △28 49,991 49,983 △8 49,984 49,934 △50 

区分 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

中間連結
貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間連結
貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

株式 94,696 129,724 35,028 94,696 209,792 115,096 94,696 161,062 66,366 

内容 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結貸借対照表計上額
(千円) 

中間連結貸借対照表計上額
(千円) 

連結貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券 
非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

201,247 201,247 201,247 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

前連結会計期間末(平成17年３月31日) 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間については、全セグメントの売上高の合計、営業損益の合計に占める農業用施設部門の割

合が、90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間 

  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 農業用施設部門…落葉果樹、柑橘、蔬菜などの選果選別施設 

(2) 一般産業用部門…工場内物流設備、近赤外分光分析装置、梱包用部材など成形部材 

  

前連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計、営業損益及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める農業用施設部門の割合が、90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在する

連結子会社及び重要な在外支店がないため記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が、僅少のため、海外

売上高の記載を省略しております。 

  

  
農業用 
施設部門 
(千円) 

一般産業用
部門 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

3,791,652 492,852 4,284,505 ― 4,284,505

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 4,141 4,141 △4,141 ―

計 3,791,652 496,993 4,288,646 △4,141 4,284,505

営業費用 3,813,431 502,467 4,315,898 △4,141 4,311,757

営業損失 21,778 5,473 27,252 ― 27,252



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 869円11銭 １株当たり純資産額 878円62銭 １株当たり純資産額 897円27銭

１株当たり 
中間純損失金額 

11円73銭
１株当たり 
中間純損失金額 

14円90銭
１株当たり
当期純利益金額 

４円52銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が希薄化効果を有しないため記載

しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当期純利益又は 
中間純損失(△)(千円) 

△61,778 △75,802 23,503

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 

― ― ―

普通株式に係る 
当期純利益又は 
普通株式に係る 
中間純損失(△)(千円) 

△61,778 △75,802 23,503

普通株式の期中平均株式数
(株) 

5,266,500 5,088,000 5,195,833

希簿化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権 １種類 

自己株式取得方式によ
るストックオプション 

111,000株 

同左 同左 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,480,372   1,323,459 955,554   

２ 受取手形   570,338   637,740 675,148   

３ 売掛金   3,952,542   4,846,921 6,387,626   

４ 棚卸資産   4,736,329   4,989,343 4,252,113   

５ その他   852,268   333,051 173,884   

貸倒引当金   △25,427   △108,503 △87,477   

流動資産合計    11,566,423 76.3 12,022,013 77.1   12,356,849 77.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１ 
※２        

(1) 建物   921,757   919,218 903,286   

(2) 機械及び装置   652,165   616,148 630,813   

(3) 土地   995,782   995,782 995,782   

(4) その他   204,830   206,878 202,642   

有形固定資産合計   2,774,535   18.3 2,738,028 17.5 2,732,525   17.2

２ 無形固定資産   195,812   1.3 169,477 1.1 193,459   1.2

３ 投資その他の資産   658,780   672,299 651,464   

貸倒引当金   △41,980   ― △22   

投資その他の資産 
合計   616,800   4.1 672,299 4.3 651,442   4.1

固定資産合計    3,587,149 23.7 3,579,805 22.9   3,577,427 22.5

資産合計    15,153,572 100.0 15,601,818 100.0   15,934,277 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   1,043,262   1,331,886 1,121,867   

２ 買掛金   1,133,943   1,157,200 1,364,389   

３ 短期借入金 ※２ 7,089,380   7,544,660 7,650,700   

４ 未払法人税等   15,003   15,279 45,520   

５ 前受金   60,016   12,696 13,831   

６ 賞与引当金   35,000   33,000 32,500   

７ その他   284,266   217,172 264,814   

流動負債合計    9,660,871 63.8 10,311,895 66.1   10,493,622 65.9

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 648,260   503,600 560,200   

２ 退職給付引当金   174,462   209,943 196,664   

３ 役員退職慰労引当金   59,745   35,720 65,114   

固定負債合計    882,467 5.8 749,263 4.8   821,978 5.1

負債合計    10,543,339 69.6 11,061,158 70.9   11,315,600 71.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,186,750 7.8 1,186,750 7.6   1,186,750 7.5

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   1,131,960   1,131,960 1,131,960   

資本剰余金合計    1,131,960 7.5 1,131,960 7.3   1,131,960 7.1

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   101,826   101,826 101,826   

２ 任意積立金   2,013,593   2,012,585 2,013,593   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   311,817   237,724 344,019   

利益剰余金合計    2,427,237 16.0 2,352,137 15.1   2,459,439 15.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    20,980 0.1 69,112 0.4   39,826 0.3

Ⅴ 自己株式    △156,694 △1.0 △199,299 △1.3   △199,299 △1.3

資本合計    4,610,233 30.4 4,540,660 29.1   4,618,676 29.0

負債・資本合計    15,153,572 100.0 15,601,818 100.0   15,934,277 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    4,356,557 100.0 4,258,511 100.0   10,320,358 100.0

Ⅱ 売上原価    3,306,282 75.9 3,293,099 77.3   7,999,581 77.5

売上総利益    1,050,275 24.1 965,411 22.7   2,320,776 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,046,766 24.0 969,491 22.8   2,096,855 20.3

営業利益又は 
営業損失(△)    3,509 0.1 △4,080 △0.1   223,921 2.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  17,459 0.4 19,413 0.4   35,406 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  71,538 1.6 74,247 1.7   143,633 1.4

経常利益又は 
経常損失(△)    △50,570 △1.1 △58,914 △1.4   115,694 1.1

Ⅵ 特別損失 ※３  12,637 0.3 6,526 0.1   12,637 0.1

税引前当期純利益 
又は税引前 
中間純損失(△) 

   △63,207 △1.4 △65,440 △1.5   103,056 1.0

法人税、住民税 
及び事業税   9,425   9,453 33,558   

法人税等調整額   △25,015 △15,590 △0.4 △15,927 △6,474 △0.1 56,230 89,788 0.9

当期純利益又は 
中間純損失(△)    △47,616 △1.0 △58,966 △1.4   13,267 0.1

前期繰越利益    359,434 296,691   359,434 

中間配当額    ― ―   28,682 

中間(当期)未処分 
利益    311,817 237,724   344,019 

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

 ② 子会社株式 

   移動平均法による原価法 

 ③ その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定) 

   時価のないもの 

   …移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 

同左 

 ② 子会社株式 

同左 

 ③ その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 

同左 

 ② 子会社株式 

同左 

 ③ その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法に

より算定) 

   時価のないもの 

同左 

(2) 棚卸資産 

 ① 商品 

   個別法による原価法 

 ② 製品・半製品・仕掛品 

   個別法による原価法 

 ③ 原材料 

   総平均法による原価法 

 ④ 貯蔵品 

   最終仕入原価法 

(2) 棚卸資産 

 ① 商品 

同左 

 ② 製品・半製品・仕掛品 

同左 

 ③ 原材料 

同左 

 ④ 貯蔵品 

同左 

(2) 棚卸資産 

 ① 商品 

同左 

 ② 製品・半製品・仕掛品 

同左 

 ③ 原材料 

同左 

 ④ 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を

除く。)については、定額法を採

用しております。 

  なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。ただし、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  将来における債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産債権更生債権等

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当期に対応

する見積額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。なお、会計基準変更時

差異(663,888千円)については、

15年による按分額を費用処理して

おります。 

  数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用処理し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、会計基準

変更時差異(663,888千円)につい

ては、15年による按分額を費用処

理しております。 

  数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用処理し

ております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末退

職慰労金要支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末退職慰

労金要支給額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

  

４ リース取引の処理方法 

同左 

  

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段) 

  金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 

  借入金の利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(3) ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

   

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要件

を満たしているので中間決算日に

おける有効性の評価を省略してお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

   

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要件

を満たしているので決算日におけ

る有効性の評価を省略しておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

  なお、「仮払消費税等」及び

「仮受消費税等」は相殺し、残高

を流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

  なお、「仮払消費税等」及び

「仮受消費税等」は相殺し、残高

を流動資産の「その他」に含めて

表示しております。 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 



会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を当中間会計期間から適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が5,578千円増加し、営業利益が

5,578千円減少し、経常損失及び税

引前中間純損失が同額増加しており

ます。 

――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が12,639千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が

12,639千円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,175,961千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,435,655千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,311,208千円 

※２ 担保提供資産 

  (1) 工場財団抵当に供している

資産 

科目 
  金額 

(千円) 

建物   845,435

土地   677,038

その他の有 
形固定資産 

  
265,644

計   1,788,117

※２ 担保提供資産 

  (1) 工場財団抵当に供している

資産 

科目
  金額

(千円) 

建物   845,136

土地   677,038

その他の有
形固定資産 

  
302,199

計   1,824,374

※２ 担保提供資産 

  (1) 工場財団抵当に供している

資産 

科目
  金額 

(千円) 

建物   829,646

土地   677,038

その他の有 
形固定資産 

  
303,297

計   1,809,981

  (2) 担保に対応する債務 

科目 
  金額 

(千円) 

短期借入金   1,240,000

１年内 
返済予定 
長期借入金 

  
239,380

長期借入金   648,260

計   2,127,640

  (2) 担保に対応する債務 

科目
  金額

(千円) 

短期借入金   1,240,000

１年内
返済予定 
長期借入金 

  
144,660

長期借入金   503,600

計   1,888,260

  (2) 担保に対応する債務 

科目
  金額 

(千円) 

短期借入金   1,240,000

１年内
返済予定 
長期借入金 

  
200,700

長期借入金   560,200

計   2,000,900

      ―――――  ３ 受取手形割引高 

32,408千円 

      ――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,056千円

受取配当金 3,799千円

仕入割引 996千円

賃貸料収入 8,336千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 306千円

受取配当金 4,097千円

仕入割引 1,556千円

賃貸料収入 11,476千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,179千円

受取配当金 4,392千円

仕入割引 2,494千円

賃貸料収入 20,063千円

委託研究収益 280千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 63,295千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 65,038千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 128,305千円

※３ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損の内訳 

建物   9,521千円

構築物   81千円

機械及び装置   1,146千円

工具器具 
及び備品 

  1,887千円

計   12,637千円

※３ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損の内訳 

建物 4,427千円

構築物 772千円

機械及び装置 38千円

車輌運搬具 10千円

工具器具
及び備品 

1,276千円

計 6,526千円

※３ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損の内訳 

建物   9,521千円

構築物 81千円

機械及び装置 1,146千円

工具器具
及び備品 

  1,887千円

計   12,637千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 136,099千円

無形固定資産 24,311千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 126,341千円

無形固定資産 23,982千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 280,467千円

無形固定資産 48,087千円

 ５ 税効果会計に関する事項 

   中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる圧縮記帳積立金の取崩しを

前提として、当中間会計期間に

係る金額を計算しております。 

 ５ 税効果会計に関する事項 

同左 

――――― 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高
相当額 
(千円) 

車両及び 
運搬具 107,529 84,655 22,874

工具器具 
及び備品 23,217 18,904 4,312

合計 130,746 103,559 27,186

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末残高
相当額 
(千円) 

車両及び 
運搬具 73,029 29,069 43,959

工具器具 
及び備品 16,371 2,687 13,684

無形 
固定資産 9,846 984 8,861

合計 99,246 32,741 66,505

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

車両及び
運搬具 109,680 84,891 24,788 

工具器具
及び備品 26,247 21,478 4,768 

合計 135,927 106,370 29,556 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 13,328千円

１年超 13,858千円

 計 27,186千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 19,004千円

１年超 47,500千円

 計 66,505千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 10,020千円

１年超 19,536千円

 計 29,556千円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)     同左 

  

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 11,488千円

減価償却費相当額 11,488千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 10,473千円

減価償却費相当額 10,473千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 21,153千円

減価償却費相当額 21,153千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

第51期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の中間配当については、平成17年11月25日開催の取締役会

において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

中間配当金総額 38,160千円

１株当たりの金額 ７円50銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 
  

事業年度 
(第50期) 
  

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  

平成17年６月30日 
東海財務局長に提出。 
  

(2) 自己株券買付状況 
報告書 
  

報告期間 
  

自 平成17年３月１日
至 平成17年３月31日

  

平成17年４月７日 
東海財務局長に提出。 
  

  

  
報告期間 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年４月30日

  

平成17年５月６日 
東海財務局長に提出。 
  

  

  
報告期間 
  

自 平成17年５月１日
至 平成17年５月31日

  

平成17年６月９日 
東海財務局長に提出。 
  

  

  
報告期間 
  

自 平成17年６月１日
至 平成17年６月30日

  

平成17年７月５日 
東海財務局長に提出。 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１７日

株 式 会 社 マ キ 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社マキ製作所

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マキ製作所及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 口   勉 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 藤 基 紀 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

株 式 会 社 マ キ 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社マキ製作所

の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マキ製作所及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 場 雅 彰 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 藤 基 紀 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１７日

株 式 会 社 マ キ 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社マキ製作所

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５０期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社マキ製作所の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 口   勉 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 藤 基 紀 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

株 式 会 社 マ キ 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社マキ製作所

の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社マキ製作所の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 場 雅 彰 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 藤 基 紀 
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